
ネパール

ブ
ー
タ
ン

バングラデシュ

インド

中 国
(チベット)

ダウラギリ

ルンビニ

ガンダギ

バグマティ

ナラヤニ
ジ
ャ
ナ
カ
プ
ル

サ
ガ
ル
マ
ー
タ

コ
シ

メ
チ

アンナプルナ

ダウラギリ

ポカラ マナスル

カトマンドゥ

ヘトウダ
ビルカンジ

ジャナカプル

サガルマータ
(エヴェレスト)

ビラトナガル

シ
ッ
キ
ム

ゴルカ

ブトワル

国境

県境

首都

主要都市

マ
ハ
カ
リ

セティ カルナリ

ベリ
ラ
プ
テ
ィ

マヘンドラナガル

ダンガリ

ネパールガンジ

宗 教 ヒンドゥー教，仏教など

政 体 立憲君主制

元 首 ビレンドラ･ビール･ビクラム･シャハ･デヴァ国王

通 貨 ルピー(１米ドル＝68.98ルピー，1999/2000年度平 )

会計年度 ７月16日～７月15日

ネパール王国

面 積 14万7181㎞
2

人 口 2256万7100人(1999/2000年度，中央統計局推計)

首 都 カトマンドゥ

言 語 ネパール語



概 況

ネパールは，2000年４月に民主化から10年を迎えた。10年間で３回の総選挙を

実施，1990年の暫定政権を含めて10の政権が誕生した。1990年代後半のネパール

政治の特徴は，政権の短命化と不安定化である。その中で，政権の中核を担って

きたネパーリー・コングレス(NC)では，マンシン，バッタライ，コイララのトロ

イカ体制が崩壊し，近年はコイララとバッタライが激しい派閥抗争を続けている。

1999年５月の総選挙の結果，NC単独政権が誕生した。首相にはバッタライが就

任し，コイララは引き続き党総裁に専念することになった。しかし，1999年12月

に続き，2000年に入っても２回の首相不信任決議や閣僚の大量辞任というコイラ

ラ派からの揺さぶりが続いた。その結果，早くも３月にバッタライ首相が辞任し，

コイララ党総裁が４度目の首相の座に返り咲くことになった。その後，コイララ

首相は，2001年１月の党総裁選挙での再選に向けて，着実に地盤を固めた。

コイララ新政権は毛派共産党のテロ対策を最優先課題とした。10月末にポウデ

ル副首相と毛派共産党中央委員会のメンバーとの非公式会談が実現したが，政府

が毛派共産党のメンバーを釈放した後，会談再開のめどは立っていない。

経済では，GDP成長率が６％に達し，1993/1994年度以来の高い数字を記録し

た。また，政局の流動化により４年間開催されなかったネパール援助国会議が４

月に開催され，行政，経済，金融改革に着手することになった。

対外関係では，インドとパキスタンの軋轢が，ネパールでパキスタンの反イン

ド活動が活発化しているというインドの疑惑を生んだ。８月のコイララ首相のイ

ンド公式訪問で沈静化の兆しを見せたが，12月にインドの映画俳優がネパールを

侮辱したという噂が，大規模な反インド暴動につながった。ブータン難民問題で

は，ネパール・ブータン閣僚会談での７年越しの交渉の末，難民の認定方法につ

いて12月末に合意した。

４度目のコイララ政権の誕生

辻 田 祐 子

2000年のネパール

500



2000年のネパール

国 内 政 治

バッタライ首相の辞任

1999年５月，総選挙で下院の過半数議席を獲得したNCが単独政権を樹立した。

選挙の結果を受けて，首相にはバッタライが就任し，コイララは引き続き党総裁

に専念することが，党内の対立する派閥を率いる２人の密議により決定した。し

かし，閣僚や政府主要ポストの人事をめぐりバッタライ首相への不満が噴出し，

12月には60人の党下院議員が首相不信任決議案に署名するに至った。不信任案が

最終的に撤回されたのは，首相が冬期国会終了後の退陣に同意したためとされる。

しかしその後，コイララ派はバッタライ早期退陣要求の動きを加速させた。その

要因となったのは，バル・バハドゥールKC労働相の女性問題，国家計画委員会の

委員や後期中等教育委員会の副委員長指名による内紛，電力公社の幹部や水道公

社総裁の解雇であったと見られる。

首相にとって致命的となったのが，12月の不信任案提出の際に首相退陣に強く

反対したとされるアチャリヤ蔵相が２月１日に辞任したことである。両者の対立

はネパール国立銀行総裁の指名をめぐって決定的となっていた。この危機に首相

は，若手のポウデルを副首相に据えた。党内の大多数を占める若手（113人の下院

議員のうち91人が30代と40代）を入閣させることで，政権の延命を図ったのである。

しかし，２月４日にウパディヤ教育相が辞任して，この任命に抗議する姿勢を示

した。さらに16日，下院議員58人が首相不信任決議案に署名し，18日には大臣５

人，国務大臣３人，副大臣３人が辞任するに至った。そのため外遊中のデウバ元

首相が急遽20日に帰国し，ポウデル副首相，シャイラジャ・アチャリヤらの若手

の代表格とともに，首相と総裁の調停を図った。しかし，結論は25日の緊急党国

会議員会議に持ち越された。25日，２人は 何らかの合意 に達して，不信任案

は再び撤回された。この合意の内容は 冬期国会開始後１週間以内に首相辞任

と一部で報道されたが，バッタライ派はコイララ派の画策と批判した。

実際，３月１日に冬期国会が始まっても，バッタライ首相が辞任する気配はな

かった。８日，コイララ総裁は首相に辞任の意思を直接確認し，この時点で首相

は辞任を了承したとされるが，直後に一転して否定，10日に閣僚の内閣空席ポス

ト兼務案を発表した。首相のこの動きは，当初の合意は冬期国会 終了後 の辞

任と主張したためとされる。だが，コイララ派の揺さぶりは更に続いた。11日に
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再度コイララ総裁が首相に辞任を勧告し，14日にタムラカール商業・国会問題大

臣が辞任，15日に党下院議員69人が不信任案に署名をするに及び，ついに16日に

バッタライ首相は辞任を表明し，翌17日に国王により承認された。

コイララ新政権とNCの派閥争い

３月18日，事実上の首相選であるNCの党代表（Leader）の選出が，党創設以来

初めて下院議員投票にかけられた。その結果，コイララ総裁が69対43（棄権１）で

デウバを破り，４度目の首相の座に返り咲いた。続いて，下院与党の代表が首相

に任命される憲法規定に基づいて国王が，20日にコイララを首相に任命し，21日

に首相の推薦により閣僚を任命した。NCの派閥抗争は，単に権力争いであって，

政策上の対立はほとんどない。つまり，政権の命運は，対立する二つの派閥を満

足させる組閣にあると言っても過言ではない。コイララ首相も派閥，地域，カー

ストへの配慮という難題に直面した。注目された閣僚の世代交代は，ポウデルが

引き続き副首相に任命されたのを除き，今回も若手の登用は限られたものとなっ

た。

コイララ首相は，民主化後の党内派閥抗争で常にライバルたちに勝利してきた。

しかし，この間多くのコイララ・ロイヤリストたちの批判と離反を招いた。党内

民主主義の欠如という批判は，ウパディヤ教育相，スシル・コイララ幹事長らコ

イララ一族を参謀とするネポティズムと密接に関係する。８月に起きた腹心の解

任はそれを象徴するものであった。コイララ首相は，カドゥカ水資源・国土計画

相を，党総裁か首相のどちらかのポストの辞任を要求する反コイララの首謀者で

あるとして解任した。彼は，1970年代のパンチャーヤット体制下でともにインド

に政治亡命し，1999年の総選挙でのNC単独過半数勝利や４度目のコイララ首相返

り咲きの黒幕とされる，コイララ首相の側近中の側近であった。

その後，コイララ首相は，バッタライ派閥との度重なる交渉で，内閣と党中央

執行委員会の改造，党大会の延期，党総裁選挙委員会の設置，党員規定には最終

的に同意した。しかし，党総裁もしくは首相のどちらかを選択するという要求に

は，決して応じなかった。これは，2001年１月の党大会での党総裁選への布石と

見られる。

そして総裁選は事実上，コイララ首相とデウバの一騎打ちとなった。デウバは，

政府や党の職には就かないと明言しているバッタライ元首相を後見人として，若

手代表ではなく反コイララの代表と見られている点は注目に値する。
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2000年のネパール

11月，党の町村，地域・選挙区，郡レベルの各大会を経て総裁選の選挙人1435

人が選ばれ，圧倒的にコイララ首相の有利を示す結果となった。首相を輩出して

きた名門の出身で柔らかな物腰，前回の総選挙の際には全国を行脚したことが草

の根レベルでの人気の秘密とされる。加えて，コイララ首相は政治的策略にも長

けている。それは，党員資格を自分に有利になるよう与えているとの反対派閥の

批判に端的に表れている。

一方，最後の揺さ振りをかけるデウバ派は，12月28日，下院議員56人の署名を

集めて不信任案を提出した。しかし，下院議員の過半数に満たない人数での提出

であり，一度署名した下院議員の一部が撤回を表明するなど，足並みが揃ってい

ない。不信任案の採否は，年明けの１月４日に党下院議員の投票により決定する

ことになった。

政府とネパール共産党(毛沢東主義者)の非公式会談

1996年２月に西部で始まった毛派共産党のテロ活動は５年目を迎えた。彼らは，

現在の政治体制を否定し，共和制共産主義を目指す 人民戦争 を続けており，

その活動範囲も国土の３分の１以上に及ぶとされる。2000年６月の内務省の発表

によると，1996年以降のテロによる死者は1366人に達しており，銃撃戦による警

官の犠牲者や一般市民の巻き添えも増加している。政府は，1999年11月末に問題

の解決に向けて委員会(通称デウバ委員会)を結成した。デウバ委員長は，2000年１

月から２月にかけて主要野党や人権活動家らと会談を重ね，解決方法を模索した。

同時に，毛派共産党に何度も会談を呼びかけたが，３月に水面下で毛派幹部に接

触をした以外，拒否された。

３月，首相に就任したコイララは，法と秩序の維持を最優先課題に挙げ，毛派

共産党によるテロ対策に軍を投入することも辞さないと表明した。しかし皮肉に

も，党内の派閥抗争などによる混乱が毛派共産党への対応で随所に表れることに

なった。事実，デウバ委員長とコイララ首相はマスコミを通じて対話をしている

始末であった。ようやく政府がデウバ委員長を毛派共産党との交渉役として正式

に承認したのは，７月24日であった。

このような事態が急展開するきっかけは，９月25日のドルパ郡ドゥナイでの毛

派共産党の大規模な攻撃であった。報道によれば，警官12人死亡，40人負傷，郡

刑務所と警察署を完全に破壊して刑務所の収容者と警備員を誘拐，郡の行政長と

警察長の公舎に放火，ネパール銀行出張所から6000万 を強奪した。郡庁所在地
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の行政機関を狙った最初のこのテロが政府に与えた衝撃は大きかった。政府は，

野党と軍上層部の反対を押し切り，本格的に警察の武装部隊結成に乗り出した。

同時にアチャリヤ蔵相に国防相を兼務させ，軍を中西部の丘陵地帯から徐々に拡

大配置していった。このような軍事力行使をちらつかせる政府の強硬策への転換

が，毛派共産党を軟化させ，話し合いに前向きになったと えられる。

その結果，人権活動家Ｐ・Ｒ・トゥラダールの仲介により，毛派中央執行委員

会のメンバーとポウデル副首相が，10月27日に非公開の場所での非公式会談が実

現した。人権活動家は，平和的解決への真剣な話合いができたと発表し，問題解

決への期待は一気に高まった。ところが，状況は11月３日午後３時のタイムリミ

ット直前に一転する。毛派共産党の要求通り，政府は警察の拘留下にある毛派の

メンバー２人を釈放した。２人は記者会見で離党を宣言したが，その後姿を消し

た。後に，すべては政府による強要だった，とする彼らの声明が発表された。

この一件をめぐり，政府は会談の条件を満たしたと主張し，毛派共産党は 政

府の陰謀 と非難で応酬したため，会談による平和的解決の可能性は完全に潰え

たように見えた。しかし，毛派共産党はテロを再開する一方で，野党や国王との

会談を求める声明や別の幹部の釈放を会談の条件として発表している。さらに，

学校教育への要求やルクム郡での 人民政府 の樹立など活動が拡散していく。

これらの一連の行動からは，毛派共産党のジレンマが窺える。つまり，テロの激

化は民主化以前の体制に戻そうとする右派政党の台頭を招く恐れがある一方で，

交渉による解決は左派内の別派を利するかもしれないのである。毛派と他の左派

勢力との接近が報じられていることからも，彼らが何らかの解決策を模索してい

ると えられる。一方，政府は警察を武装化しながら，会談の可能性も模索する

という戦略を選んだ。しかし，毛派共産党の会談再開へのいかなる条件にも応じ

ないとしているため，会談への糸口は見つかっていない。

経 済

1999/2000年度の経済概況

1999/2000年度の実質GDP成長率は６％となり，前年度の４％を上回っただけで

なく，1993/94年度（7.9％）以来の高い成長率を記録した。農業部門の成長率は前

年度の2.7％から4.9％，非農業部門は4.8％から6.7％にそれぞれ上昇した。農業

の好調は天候によるものであり，コメ8.6％，メイズ7.4％，小麦９％，ミレット
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対インド貿易の推移

2000年のネパール

1.4％と主要作物の生産が軒並み増大した。製造業の前年度比９％増は，飲料，建

設，輸出関連産業の好調によるものであった。インフレ率は，食料価格の低下・

安定により，前年度の11.4％から大幅に下降して3.3％に抑えられた。インドを除

く国との貿易は，前年度比で輸出21.8％，輸入22.8％の増加であった。しかし，

毛織カーペットと既製服の２製品が輸出の80％以上を占めており，なかでもアメ

リカとドイツ向けに集中している。一方，対インド貿易は，輸入の40.7％増に対

し，輸出は80.7％と大幅に増え，相手先国別輸出シェアでもインドが42.8％にま

で拡大した。これは，1996年12月のネパール・インド相互貿易協力条約の改正に

より，ネパールはネガティヴ・リストにある３品目を除くすべての製造品をイン

ドに免税で輸出できるためである。インドの食品輸入検査の厳格化により食用植

物油，カルダモン，ヌードルなどの輸出は減少したが，マスタード，マスタード･

シード，薬用ハーブ，ドライ・ジンジャー，豆類，油粕，ジュート製品など伝統

的な品目のほかに，歯磨き粉（139.5％増），ポリエステル糸（86.4％増），アーユル

ベーダ薬(103.4％増)，石鹼(40.1％増)などの日用品，パシミナ，紡績糸，ビールな

ども増加している。特に，両国の合弁企業による輸出増加が目立ち，対インド向

け輸出の30～40％をDuburNepal，NepalLever，ColgatePalmoliveNepalの

３社の製品が占める。また，1996年の条約改正に加えて，1999年にインド政府が

インド・ルピーによるネパールへの投資を自由化したことから，インド市場を視

野にいれた多国籍企業が南部タライに進出している。しかし，米印合弁企業コダ

(注) 1999/2000年度は当初８カ月。
(出所) MinistryofFinance,EconomicSurveyFiscalYear1999-2000より

筆者作成。
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ック・ネパールは，インド政府の 製造業 の定義解釈により，カラー写真フィ

ルムのネパールからインドへの輸出を拒否された。今後の潜在的投資者への影響

が懸念される。

前年度は輸出の好調により貿易赤字が改善したが，1999/2000年度は輸入増加に

より貿易赤字が拡大した。加えて，サービス収入も減少したため，経常赤字（当初

10カ月）は42億8040万 に達した。一方，資本収支の大幅な回復は，その他の資本

収入(統計上の誤差脱漏を含む)の大幅増加(当初６カ月は235.6％増)によるものであっ

た。

2000/2001年度の経済

５月30日の上下両院合同本会議でアチャリヤ蔵相は，2000/2001年度予算を，経

済成長率７％，インフレ率５％と想定して916億2134万 （前年度比35％増）と発表

した。特徴は，毛派共産党のテロ対策として警察への支出の大幅増加，公務員の

給料の16％～91％引き上げ，社会セクターへの支出の増加である。一方，歳入は

529億8705万 で，前年度比30％増加を見込んでいる。しかし，前年度15.1％増の

実績からいって達成は難しく，開発支出の削減が見込まれる。財政赤字（GDP比

12.5％）に対しては，奢侈品への増税，対チベット貿易の銀行決済化，商品農作物

への課税，民間のプロフェッショナル・サービスへの課税など税制改革と内債で

補うとしている。主要財源である付加価値税は，1997年の導入以降，登録企業は

着実に増加しているが，肝心の税金徴収の改善が課題となっている。

この予算には，４月に４年ぶりに開催されたネパール援助国会議を反映して，

行政，経済，金融改革が盛り込まれた。2000/2001年度の供与額は，12億5000万㌦

となったが，改革の状況によって増額することになっている。政府は，すでに省

庁の削減と公務員早期退職制度の行政改革に着手した。金融改革は，ネパール国

立銀行（NRB）の機能の強化と政府系のネパール銀行と国立商業銀行が主な対象と

なっている。両行の負債総額は，貸し付けへの政治介入，不良債権の回収の失敗

などにより，1999/2000年度の国家予算の24～45％と見積もられている。NRBは世

界銀行グループの支援を受けて，経営建て直しに向けたマネージメント契約の国

際入札を９月に行なった。

2000/2001年度の第１四半期（～11月15日）のGDP成長率は5.9％であり，農業部

門が4.3％，非農業部門は７％弱で，目標値を下回るが好調を維持している。イン

フレ率は，サプライ・ショックとインドの価格変動に影響される傾向にあるが，
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2000年のネパール

当初５カ月（～12月15日）の数値は食料価格の安定により引き続き３％以下に収ま

っている。食料価格の低下安定の背景には，農産物価格の下落がある。例えば，

インドからのコメ輸入の大幅増加によりネパール米の値段が大暴落した。政府は，

灌漑や肥料への補助金を段階的に廃止しているが，農民保護のためにインド米の

輸入規制を10月中旬に決定した。一方，インフレ懸念の材料としては，10月中旬

にネパール石油公社が２年連続で石油製品の値上げを発表したことが挙げられる。

国際価格の上昇によりインドで石油価格の値上げが行われた直後のことであった。

ネパール経済は，インド・ルピー・ペッグ制と対インド貿易依存を特徴とするた

め，今後もインドの価格動向と経済政策に注意する必要がある。

対 外 関 係

森首相の訪問

８月25日，日本の現職中の首相としては初めて，森首相が南アジア４カ国歴訪

の最後にネパールを公式訪問した。わずか半日の滞在であったが，民主化後のネ

パールにとっては初めての先進国首脳の訪問であった。森首相は，７月の沖縄サ

ミットを受けてITや感染症対策の協力にネパールが含まれる旨を表明し，具体的

に２年間で50人程度のネパール人IT技術者の研修を行うとした。さらに，インド

とパキスタンへのメッセージを発するため のCTBTの早期批准（署名済み），国

連改革および日本の常任理事国入りの支援をネパールに求めた。一方，日本はネ

パールへの最大の援助国であるが，この訪問では新規の援助案件は用意されなか

った。この背景には，日本のODA全体が削減の傾向にあることと，1998年11月の

コイララ首相訪日の際に指摘された，ネパール国内での援助に関する不正や汚職

などが えられる。

インドとパキスタン関係の悪化とネパール

カールギル紛争以降，インドとパキスタンとの関係が著しく悪化した。そのな

かでインドは，隣国ネパールにおいてパキスタンの反インド活動が活発化してい

るという疑惑を抱くようになった。この背景には，1950年平和友好条約の相互自

国民待遇規定により，ネパールとインドの両国民は居住，財産，経済活動の自由

が相互に保証されているだけでなく， 開かれた国境 により自由な移動や旅行が

可能であることが挙げられる。パキスタン人がネパールに入国してこの規定を悪
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用している，というのがインドの主張である。1999年12月末に発生したカトマン

ドゥ発デリー行きのインディアン・エアラインズ機ハイジャック事件は，インド

のカシミール・ムスリム過激派の釈放により解決したが，インドはパキスタンの

関与を確信した。さらに，2000年１月に入ってカトマンドゥのパキスタン大使館

員がインドの500 札偽造で現行犯逮捕され，国外退去となった。疑惑を裏づける

ようなこれらの事件により，インドはネパールに対する不信感を強め，ネパール

とインドの関係に不安定な要素が加わった。

ハイジャック事件直後からインディアン・エアラインズは，トリブヴァン国際

空港の警備体制の不備を理由にネパール～インド間の全フライトをキャンセルし

た。インド人観光客は年間50万人におよぶ観光客のおよそ３割を占めるため，ネ

パールの観光業への影響は大きい。一方，インディアン・エアラインズにとって

も，特に黒字路線のカトマンドゥ～デリー間の運休による収益上の影響は最小に

とどめたいという意図があった。フライト再開の交渉で，インドはインド人警備
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2000年のネパール

担当の空港常駐をネパールに要求していることが伝えられた。この要求に対する

牽制と思われる動きとして，ネパールでは１月下旬に国際空港の職員18人の処分

を勧告する報告書が政府に提出された。その後，２月の国境管理共同作業グルー

プ会議，３月の民間航空省の交渉，５月のインドの外務次官来訪を経て，５月の

バストラ外相のインド訪問の際に，６月１日からの運行再開が決定した。焦点の

インド人警備担当官の配置については，ネパール警察の配置や最新のＸ線検査機

器の導入など警備体制の厳重化で最終的に決着した。

しかし，フライト再開後も事態は沈静化しなかった。インドの不信感はさまざ

まなマスコミ報道によって過熱していく。６月， ネパール・ゲームプラン と呼

ばれるインド情報局の秘密文書が明らかになった。そのなかで，パキスタン情報

局がネパールで反インド活動を拡大しており，これに協力しているとしてネパー

ルの政治家，官僚，実業家，ジャーナリストらが名指して批判された。ネパール

政府は，マスコミが伝える報告書の内容を事実無根として遺憾の意を表明した。

一方，高級タスクフォース会議のために滞在中であったインドのミシュラ首席首

相秘書官は，この文書の存在自体を否定した。しかし，７月にインドの内務次官

が来訪した際に，10月１日から航空機搭乗の際にIDカードの提示を両国民に義務

づけることで合意した。

さらに，６月にネパールで洪水が発生した。原因は，国境からわずか数百㍍の

インドのラクスマンプル堰建設によるものであった。７月下旬，下院外交委員会

は，堰建設にはネパールの同意がなかったとして，差し止めを勧告した。

このように両国の軋轢が高まるなかで，７月31日，コイララ首相はインドを公

式訪問した。この訪問に寄せる両国の期待の違いは明らかであった。インドの懸

念はセキュリティーであり，ネパールの最大の関心は貿易促進であった。首脳会

談では，国境問題，1950年条約，ラクスマンプル堰など二カ国間の懸案事項のほ

とんどが議題とされた。８月３日に両国首相が発表した共同コミュニケには，主

に貿易促進の成果が見られる。ネパールにとって最大の成果は，インドがネパー

ルからの輸入品に課していた４％の特別追加関税の廃止に合意したことである。

同時に，インドの食品検査の厳格化に対応するため，ネパール国内の輸出食料品

の検査施設の改善・建設に同意した。代わりに，インド製車輌の輸入に際しての

ネパールの排ガス新規制への対応については，インドの自動車メーカーの自己検

査に委ねることで合意せざるをえなかった。その他，外務大臣担当のネパール・

インド共同委員会第１回会議の開催時期，水資源に関する共同委員会の設置，洪
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水予測と予防のタスクフォースの結成，1950年条約の見直しの担当を両国の外務

次官として半年以内に会議を開催する，など今後の交渉に委ねられるいくつかの

事項に合意した。一方，ブータン難民問題と南アジア地域協力連合(SAARC)首脳

会議再開に関しては見るべきものがなかった。

コイララ首相があくまで親善目的と強調したこの訪問を機に，不安定化してい

た両国関係は，少なくとも表面的には落ち着きを取り戻していった。ところが，

意外な形で両国の間の軋轢が再燃する。12月中旬にインドの映画俳優リティク・

ローシャンが，テレビのインタビューでネパールとネパール人を侮辱した，とい

う 噂 が広まった。南部の各都市から始まったデモは，26日にカトマンドゥで

左派学生を中心とした大規模な反インドデモに発展した。デモ隊と警官との衝突，

交通遮断，インド人商店への襲撃により５人が死亡，多数の負傷者が出た。さら

に，12月末にインド与党BJPの元副総裁M･K･マルカニは ネルー首相はトリブヴ

ァン国王の申し出を受け入れ，1950年代にネパールをインドのものにするべきだ

った と発言した。一連の出来事は，インドの覇権主義とネパールの反インド感

情という従来の両国関係の暗い側面を示すことになった。

ブータン難民の国籍認定方法で合意

1980年代後半，ブータン政府は 純粋ブータン人 国家の建設を掲げて政治活

動の規制を強化した。そのため1990年以降，民主化要求グループ，特にブータン

南部のネパール系住民がインドを経てネパール東部に流入している。現在，七つ

の国連難民高等弁務官（UNHCR）キャンプにおよそ10万人の難民が暮らしている

とされる。

ネパールは，ブータンの民主化によるネパール系住民の利益の向上を望んでい

るが，ブータンは，内政干渉であるとの態度をとってきた。さらに，両国の間に

領土を持つインドは，ブータンと良好な関係を維持する必要から，表面的には二

国間の問題であるとの姿勢を貫いている。このような各国の思惑のなかで，ブー

タン難民 問題の解決に向けたネパール・ブータン閣僚会談が1993年10月に開始

された。その後の交渉経緯は，表のとおりである。

2000年に入り，２月にティンプー，３月にカトマンドゥでの外務次官会談を経

て，５月，バストラ外相はティンプーでの第９回閣僚会談に臨んだ。会談直前に

緒方貞子国連難民高等弁務官が両国を訪問して，問題解決への仲介努力として難

民データベースの提供など技術支援を約束した。ところが，会談ではネパールは
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ブータン難民に関するネパール・ブータン閣僚会談

2000年のネパール

家族，ブータンは個人を難民認定の単位と主張して譲らなかった。

会談後，長引く交渉は一気に年末に合意に至る。その背景には，いずれもブー

タンに妥協を迫ったと報じられる欧米の働きかけが重要な役割を果たしたと え

られる。９月，ヨーロッパ議会は12項目の決議を可決し，両国に問題の早期解決

を促した。10月，ネパールは25歳までの未婚者と老人を含む核家族を単位とする

UNHCR方式に歩み寄りをみせたが，ブータン側は拒否したと報じられた。すぐに

12月にアメリカの国務次官補２人が両国を訪問し， 家族 に関する二段階の認定

方式が提案された。

こうして，12月25日からの第10回閣僚会談で， 25歳までは家族，25歳以上は個

人をベースに難民の国籍認定をすることで両国外相は合意した。７年にわたる交

渉の末，ようやく難民の帰還に向けた第一歩を踏み出したのである。しかし，2001

年１月に開始することで合意した難民の認定は，国籍の証明やブータン国籍法に

関わるため，さらに時間のかかる難しい作業であると予想される。すでにUNHCR

第１回

(出所) Spotlight,vol.20,no.24より筆者作成。

1993年10月

時期 場所

カトマンドゥ

会談の主な内容

難民を(I)ブータン人，(II)ブータン人移民，(III)非
ブータン人，(VI)犯罪歴のあるブータン人の４つの
カテゴリーに分類することで合意

ネパールは第三者(インド)の介入を主張ティンプー1994年２月第２回

難民認定チームは両国から５人ずつで構成すること
で合意

カトマンドゥ1994年４月第３回

難民の四つのカテゴリーに対する立場の違いが明確にティンプー1994年６月第４回

カテゴリー(II)と(III)に帰還の選択権を与えること
を主張するネパールに対し，ブータンは(I)の帰還に
は若干前向き。(II)は1985年の新国籍法により国籍は
与えられないと主張

カトマンドゥ1995年
２～３月

第５回

第10回 2000年12月 カトマンドゥ 難民認定を25歳以下は家族，25歳以上は個人とする
ことで合意

第９回 2000年５月 ティンプー ネパールは家族，ブータンは18歳以上の個人を難民
認定の単位と主張し交渉決裂

第８回 1999年９月 カトマンドゥ ブータン人移民 の帰還も許されるべきとネパール
が主張

第７回 1996年４月 カトマンドゥ 合意事項なしで終了

両国は共同認定チームのメンバー５人の名前を提示ティンプー1995年４月第６回
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は難民キャンプへの援助の減額を表明し，国際NGOも撤退の動きを見せている。

問題解決が長期化すれば，難民を国内に抱えているネパールの政治・経済的負担

は，決して小さいものにはとどまらないであろう。

2001年の課題

コイララ首相は，2001年１月４日のNC党下院議員会議にかけられた不信任決議

を乗り切り，予想どおり１月末の党大会で任期５年の党総裁選挙に勝利した。次

いで発表された，新内閣には対立派閥が入閣を拒否したにもかかわらず，大幅に

閣僚の数を増やすことになった。さらに，２月に冬期国会が始まると，野党が首

相の辞任を求めて膠着状態が続き，審議がほとんどされないまま４月上旬に閉会

した。当分，コイララ政権は，不安定な状態が続くと思われる。そのなかで，毛

派共産党のテロ対策，経済・金融改革といった当面の懸案事項がどの程度進展す

るかが課題である。特に，毛派共産党のテロは，2001年に入り政府高官や警察署

が標的になるなど，警察の武装化に対抗してさらに激化している。

（地域研究第１部)
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重要日誌

１月２日 在カトマンドゥ・パキスタン大使

館員，インド・ルピー札偽造で現行犯逮捕。

５日 RisingNepal紙，マハカリ条約によ

りタナクプル発電所から受電を開始，と報道。

11日 ノルウェー外務大臣来訪(～14日)。

23日 藤田JICA総裁，来訪(～26日)。

24日 トリブヴァン国際空港セキュリティ

ーシステム調査委員会，報告書を提出。空港

職員18人の処分を勧告。

毛派共産党，西部でゼネスト。

２月１日 副首相(兼情報・通信相)にポウデ

ル就任。

アチャリヤ蔵相辞任。

２日 ネパール国立銀行(NRB)総裁にT・ラ

ワル就任。

カトマンドゥで第３回ネパール・インド

国境管理共同作業グループ会合(～４日)。

４日 ウパディヤ教育相，辞任。

７日 ラナバト下院議長ら国会議員９人，

訪日(～16日)。

９日 首相，病気療養から公務復帰。

12日 統一人民戦線(UPF)解散。

14日 ティンプーでブータン難民に関する

ネパール・ブータン外務次官会合(～17日)。

16日 ネパーリー・コングレス(NC)下院議

員58人，バッタライ首相不信任決議。

18日 大臣５人，国務大臣３人，副大臣３

人が辞任。22日に国王は辞任を承認。

25日 NC緊急国会議員会議で首相不信任

案を撤回。

３月１日 第17期国会(～４月５日)。

10日 首相，内閣空席ポストに閣僚指名。

12日 カトマンドゥでブータン難民に関し

ネパール・ブータン外務次官会合(～16日)。

14日 タムラカール商業・国会問題相辞任。

15日 NC下院議員69人が首相不信任決議。

16日 バッタライ首相辞任。

17日 選挙管理委員会，1999年末の国民民

主党(NDP)２派の統合によりNDPチャンド派

の政党登録抹消。

18日 G・P・コイララ，NC下院議員による

投票でデウバを破り首相に選出される。

20日 国王，コイララを首相に任命。

21日 国王，大臣25人を任命。

27日 統一マルクス・レーニン主義ネパー

ル共産党(UML)，全国ゼネスト。

28日 ネパール・インド民間航空省，イン

ディアン・エアラインズ(IC)運行再開に関する

会談(～4月1日)。

４月１日 バストラ外相，ジュネーブの国連

人権委員会，コロンビアの非同盟諸国大臣級

会合，キューバのG77会合へ(～19日)。

６日 毛派共産党，全国ゼネスト。

17日 パリでネパール援助国会議(～19日)。

2000/01年度は経済改革の進捗状況により12

億5000万㌦以上を供与。

省庁再編。26省から21省体制へ。

20日 イギリス外相，来訪(～21日)。

５月１日 緒方国連難民高等弁務官，来訪(～

5日)。難民のデータベースの提供を表明。

７日 バストラ外相，インド訪問(～10日)。

15日 第18次国会開催(～８月18日)。

17日 タムラカール工業・商業・供給大臣，

WTOの会議に出席(～25日)。2001年までにネ

パールはWTOに加盟することを表明。

19日 国王，両院で施政方針演説。

マンシン・インド外務次官来訪(～21日)。

22日 バストラ外相，ブータン訪問(～25

日)。ブータン難民問題に関する第９次閣僚会

談。

29日 1999/2000年度経済白書発表。

30日 アチャリヤ蔵相，上下両院にて2000/

ネパール 2000年
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2001年度予算を説明。

６月１日 IC，約５カ月ぶりに運行再開。

６日 国民会議（RJP），NCに吸収合併。

首相および外務省、インド情報局の報告

としてNewsToday誌に掲載されたネパール

におけるパキスタンの反インド活動 ネパー

ル・ゲームプラン に遺憾の意を表明。

ミシュラ・インド首相首席秘書官ら来訪。

第５回高級タスクフォース会合(～７日)。

バストラ外相，９日の小渕前首相葬儀出

席のため訪日(～10日)。

８日 ネパール石油公社(NOC)，航空燃料

価格25％引き上げ。

22日 在カトマンドゥ・パキスタン大使館，

ネパール・ゲームプラン の内容を否定。

27日 特別選挙調停，1999年総選挙の投票

数え直しによりヌワルコット第１区の当選者

をNDPのP・C・ロハニ に決定。

29日 NOC，インド石油公社から１年間の

石油製品の輸入に合意。

ポウデル副首相，パント・インド計画委

員会副委員長と滞在中のジュネーブで会談。

７月４日 パンディ・インド内務次官ら来訪

(～９日)。10月１日から両国の航空機搭乗者

に身分証明書の提示義務で合意。

７日 選挙管理委員会，投票者IDカードの

配布を2001年１月13日まで延長へ。

９日 シン・インド鉄道担当国務大臣，６

日から開始したラクソウルとビルガンジ間の

鉄道建設定礎式に出席のため来訪(～11日)。

11日 イギリス大使館，同国政府は2000年

４月よりグルカ兵の年金の11.9%引き上げを

決定済みと発表。

13日 政府，アメリカと2001年４月から４

年間のガーメント輸出に関して合意。14日に

はカナダと合意。

14日 大蔵省，外国援助政策ドラフトを討

論用に公開。

17日 ロイヤル・ネパール航空(RNAC)，

６月に締結したアンセット航空との航空機リ

ース契約をキャンセル。

政府，債務労働者カマイヤー制度を廃止。

19日 カトマンドゥでメラムチ給水プロジ

ェクト公聴会。融資の条件である水道公社の

民営化，水道料金の倍増が明らかに。

24日 政府，デウバ委員会を毛派共産党と

の会談窓口として承認。

下院外交・人権委員会、インドのラクス

マンプル堰建設によるネパールの洪水被害の

報告書を提出。ダムの取り壊しを勧告。

26日 下院で可決し，上院で否決された国

籍法第６次改正が下院を再び通過。

30日 ネパール・インド運送業者協会，貿

易手続簡略化協定に調印。

31日 コイララ首相，インド訪問(～６日)。

３日にヴァジュペイー首相と共同声明発表。

４日からハイデラバード訪問。

アラム森林・土壌担当国務大臣，辞任。

８月２日 マルクス・レーニン主義ネパール

共産党(ML)，カトマンドゥでゼネスト。

ネパール商工業会議所連盟(FNCCI)，イ

ンド工業連盟と経済協力で合意。４日にイン

ド・アーンドラ・プラデシュ州商工会議所と

IT，農業分野の協力協定に署名。

６日 王宮近くでひき逃げ殺人。与野党と

も疑惑の王族パラス・サハの捜査を要望。

８日 首相，カドゥカ水資源相を解任。

政府系企業と銀行，ストライキ(～14日)。

17日 政府，銀行・通信・電力・電話など

サービス分野の公社のストライキを禁止。

19日 バストラ外相，中国訪問(～27日)。

経済技術協力覚書に調印，ネパール・チベッ

ト間の二つの国境貿易ルート開放などに合意。

21日 ロドリゴ南アジア地域協力連合
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ネパール

(SAARC)事務総長，滞在先のバンガロールで

SAARCサミットはすぐには開催されないだろ

うと述べる。

25日 森首相，来訪。ネパールにCTBTの

早期批准と国連改革および日本の常任理事国

入りの支援を求める。７月の沖縄サミットを

受けてIT技術者への研修などが表明された

が，新規の援助案件は用意されず。

29日 NC党中央執行委員会(～30日)。党中

央執行委員会と内閣の改造，党大会延期，選

挙委員会の委員任命を確認。

政府，ラワルNRB総裁を解任し，新総裁

D・P・ダカルの任命を決定。

９月３日 コイララ首相，国連ミレニアムサ

ミット出席後，スイス，ドイツ訪問(～16日)。

４日 バストラ外相，スウェーデンとノル

ウェー訪問。その後，国連ミレニアムサミッ

トに出席，カナダ訪問(～23日)。

10日 ヨーロッパ議会，ブータン難民に関

して12項目の決議を可決。

15日 共産党マサル派，党大会で武装化を

宣言。その後，10月に入り毛派共産党との統

合の準備をしていると伝えられる。

21日 左派９党，全国ゼネスト。

25日 ドルパ郡ドゥナイで毛派共産党の大

規模な襲撃。政府は特別閣議を開催。

26日 蔵相とNRB総裁，プラハの世界銀行･

IMF年次会議出席(～28日)。蔵相，経済改革

中でも貧困削減が最優先と世銀総裁に語る。

28日 BBCワールドサービスは，ホームペ

ージでの討論 ネパールはインドの傘下に入

った方が豊かになるか は不適切なテーマで

あったと謝罪。

29日 ジョシ内務大臣辞任。

インド政府，特別追加関税をネパールか

らの輸入品に課すことを中止。

10月１日 ネパール・インド水資源共同委員

会次官級会議(～４日)。

２日 国防相に蔵相アチャリヤが兼務就任。

３日 政府，RNACとオーストリア・ラウ

ダ・エアーの航空機リース契約を承認。

10日 政府，毛派共産党テロ対策に国軍50

人を中西部丘陵地帯へ配置。

13日 ドゥナイ事件委員会，報告書提出。

バストラ外相，バンダラナイケ元首相の

国葬に出席のためスリランカへ出発。

NOC，石油製品値上げを発表。

15日 ウパディヤ教育相，ノルウェー，デ

ンマーク訪問に出発。ネパールはノルウェー

の援助優先12カ国入り。

16日 デウバ委員会，任期終了。全政党会

議を開催し，毛派共産党との会談による平和

的解決を確認。

17日 政府，ミニバスの料金25%値上げを発

表。

20日 政府，石油製品の値上げにともない

公共交通機関料金を７％値上げと発表。

22日 左派９党，石油製品の値上げ撤回を

掲げてトーチラリーを全国で開催。

NC党中央執行委員会で党のメンバーシッ

プに関して合意。S・アチャリヤが党総裁選に

出馬を表明するが，11月28日に取り下げ。

24日 政府，NOCに灯油の配給を月に１家

族５㍑まで増やすよう指示。

25日 全政党会議。国籍法第６次改正に反

対する委員会の結成と全国運動の開始を確認。

27日 ポウデル副首相，人権活動家P・R・

トゥランダールの仲介で毛派共産党中央委員

会のR・シュレスタと非公式に会談。

11月１日 政府，ポウデル副首相を毛派共産

党との交渉役に公式に任命。

RNAC，カトマンドゥ～バンガロール便

就航。

３日 政府，午後３時のタイムリミット直
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前に，公式会談の条件である毛派共産党中央

委員会のD・シャルマとD・ガウタムを釈放。

パキスタン国際航空，カトマンドゥ～イ

スラマバード間直行便を就航。

４日 FNCCIとカルナータカ商工会議所が

投資，貿易，観光の促進で合意と報道。

７日 デウバ委員会，報告書提出。

コイララ首相，NC党総裁選出馬を表明。

９日 デウバ，NC党総裁選出馬を表明。

10日 NC町村レベル党大会(～16日)。

14日 世界自然保護基金(WWF)年次総会，

カトマンドゥで開催。イギリスのフィリップ

殿下など60カ国600人が参加(～17日)。

政府，ホテル従業員中央組合のサービス

料10%徴収の要求に関する委員会組織。

16日 左派９党，16～17日に予定していた

ストを政府が灯油価格の値下げに同意したた

め中止。

毛派共産党，会談の新たな条件と先日釈

放された２人の除名を発表。

17日 政府，９月４日の官報で募集した勤

続20年または50歳以上の公務員自主退職制度

に2500人以上が応募と発表。

18日 政府，ADB本部で1億2000万㌦のメ

ラムチ給水プロジェクトに署名。

23日 イギリスのアン王女，来訪(～28日)。

クロアチア副首相来訪(～25日)。

NC地域・選挙区レベル党大会(～28日)。

アメリカのEurOrient社，アルン-Ⅲ水力

発電のサーベイ・ライセンスの保証金に関し

３度目の支払い延期を政府に依頼。

27日 初の民間プロジェクト，キムティ-I水

力発電所操業開始。

28日 中国無錫で第４回ネパール・中国非

政府協力フォーラム開催(～12月２日)。

Janadesh紙，毛派共産党とユニティー・

センターが共同戦線強化に向け会談，と報道。

29日 NC郡レベル党大会開催。

政府，IMFと３年間の 貧困削減成長フ

レームワーク に関する交渉終了。

下院会計委員会(PAC)，RNACとラウダ・

エアーのリース契約の中止を求める。

30日 プラダンML総裁，UMLと政策面で

折り合えば統合する旨を表明。

12月１日 グジュラール・インド元首相，来

訪。３日に体調不良により緊急帰国。

JanaAwan紙によると，毛派共産党はル

クム郡で 人民政府 選挙(～2日)を実施。左

派P・B・ガルティ が郡代表に選出される。

バッタライ前首相，インド訪問(～10日)。

ラウダ・エアーのボーイング767機到着。

インダーファース・アメリカ国務次官補

(南アジア担当)，来訪(～４日)。

６日 政府，カマイヤーに土地譲渡を決定。

８日 カトマンドゥでML党大会(～13

日)。プラダン総裁，ガウタム幹事長を選出。

11日 サービス料10％徴収問題により国内

のホテル閉鎖。12日に営業再開。

13日 科学技術省，IT政策を発表。

イギリス国防相来訪(～15日)。

17日 カジルガマル・スリランカ外相，

SAARCサミット再開に関して来訪(～18日)。

ギリシア外相来訪(～20日)。

24日 ティンリー・ブータン外相来訪。25

日からブータン難民に関するネパール・ブー

タン第10回閣僚会議(～27日)。

26日 インドの映画俳優リティク・ローシ

ャンがテレビ・インタビューでネパールを侮

辱した発言をしたと伝えられ，カトマンドゥ

で左派学生を中心に抗議デモ(～27日)。少な

くとも死者５人，負傷者多数の模様。

28日 NCの下院議員56人，コイララ首相不

信任案を党に提出。党国会議員投票へ。
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国家機構図

参 資料

①

ネパール 2000年

国
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員
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秘
書
局

国
家
開
発
評
議
会

国王
国軍最高司令官

上院(6議席)

下院(25議席)

工業・商業・供給省

文化・観光・民間航空省

国防省

大蔵省

保健省

農業・協同組合省

教育・スポーツ省

情報・通信省

人口・環境省

科学技術省

女性・児童・社会福祉省

法務・議会・国会担当省

労働・運輸管理省 土地改革・管理省

森林・土壤保全省

公共事業・計画省

水資源省

一般行政省

地方開発省

内務省

外務省

王室会議

郡裁判所

控訴院

最高裁判所

国防会議

会計監査長官

公務委員会

権力乱用調査

委員会

首相

副首相

選挙管理

委員会

法務総裁
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517



ネパーリー・コングレス政権閣僚名簿

議 会

司 法

国 軍

憲法規定機関

その他

②

（1月末現在）

大 臣

首 相(兼王室問題，女性・児童・社会福祉，

労働・運輸管理，一般行政，森林・土

壤保全，水資源，公共事業・計画相）

GirijaPrasadKoirala

副首相(兼地方開発，内務相）

Ram ChandraPaudel

外務相 ChakraPrasadBastola

法務・議会・国会担当相

MahanthaThakur

土地改革・管理相 SiddhaRajOjha

情報・通信相 JayaprakashPrasadGupta

保健相 Ram BaranYadav

大蔵相(兼国防相） MaheshAcharya

工業・商業・供給相

Ram KrishnaTamrakar

文化・観光・民間航空相

TariniDattaChataut

科学技術相 SurendraPrasadChaudhari

教育・スポーツ相

AmodPrasadUpadhyaya

国務大臣

農業・共同組合担当

BaldevSharmaMajgaiya

人口・環境担当 ShivarajJoshi

水資源担当 Ram BahadurGurung

女性・児童・社会福祉担当

KamalaDeviPant

工業・商業・供給担当

NarendraBikram Nemwang

教育・スポーツ担当DilendraPrasadBadu

労働・運輸管理担当 SurendraHamal

土地改革・管理担当 GopalRai

地方開発担当 SureshMalla

保健担当 Tirtharam Dangol

③

上院議長 MohamadMoshin

下院議長 TanarathRanabhat

④

最高裁判所長官

KeshavPrasadUpadhyaya

⑤

参謀長 PrajwallaSJBRana

⑥

王室会議討議委員会委員長

KesharJungRayamajhi

権力乱用調査委員会委員長

SuryaNathUpadhyaya

公務委員会委員長 YogendraNathOjha

会計監査長官 BishnuBahadurKC

選挙管理委員会委員長BishnuPratapShah

法務総裁 BadriBahadurKarki

憲法委員会委員長（首相職）

GirijaPrasadKoirala

⑦

国家人権委員会委員長

NayanBahadurKarki

国家計画委員会委員長(首相職）

GirijaPrasadKoirala
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３ 国家財政

２ 産業別国内総生産

１ 基礎統計

主要統計

2000/011999/20001998/991997/981996/971995/96

91,621.367,564.759,579.056,118.350,723.746,542.4

43,512.734,272.731,047.627,174.424,181.121,561.9

48,108.533,291.928,531.328,943.926,542.624,980.5

64,828.648,303.241,587.638,340.536,361.732,718.3

52,987.042,582.637,251.032,937.930,373.527,893.1

7,000.05,500.04,710.03,400.03,000.02,200.0

19,792.613,650.011,852.411,054.519,043.69,463.9

-26,792.6-19,261.4-17,991.4-17,777.8-14,362.0-13,824.1

11,841.65,720.64,336.55,402.65,988.24,825.2

0111.31,428.93,323.3-2,318.4-2,160.2

(注) 1)修正推計値。2)推計値。
(出所) HMG,MinistryofFinance,BudgetSpeechoftheFiscalYear,各年版。

現 金 残 高

外 国 無 償 援 助

財 政 収 支

財 政 赤 字 補 塡

外 国 借 款

国 内 借 入

歳 入

総 収 入

開 発 支 出

経 常 支 出

総 支 出

（単位：100万ルピー）

(注) 1)修正推計値。2)推計値。
(出所) HMG,MinistryofFinance,EconomicSurvey1999/2000,StatisticalTables1.1,1.3.

1999/20001998/991997/981996/971995/96

35,44633,76132,86732,52931,239

436417402397372

8,6037,6957,2817,0406,576

768661619646635

8,6738,2958,0807,9297,471

10,0259,4609,2338,7558,446

55,02551,58549,19846,85944,534

35,44633,76132,86732,52931,239

90,47185,34682,06579,38875,773

9,5929,0728,5487,9577,703

9,2338,7508,3347,8697,515

7,6957,2356,7016,2665,816

6.004.003.374.775.70Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％）

運 輸 ・ 通 信 ・ 倉 庫

金 融 ・ 不 動 産

社 会 サ ー ビ ス

Ｇ Ｄ Ｐ

農 業

非 農 業

商 業 ・ 飲 食 業

建 設

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道

製 造 業

鉱 業

農 業 ・ 漁 業 ・ 林 業

（単位：100万ルピー）（実質：1984/85年度価格）

1999/20001998/991997/981996/971995/96

22.567122.040421.525921.023420.5327

68.9868.3061.4456.9855.05

(注) 1)修正推計値。2)推計値。
(出所) CentralBureauofStatistics,StatisticalYearBookofNepal,2000,Table15.6.

為替レート(１ドル＝ルピー，年平 )

人 口（100万人)

年

ネパール 2000年
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６ 電力の生産・輸入・輸出

５ 対外貿易

４ 国際収支

2000年 主要統計

輸出輸入生産および輸入損失電力消費

50.5102.81,030.9247.0783.9

39.5113.81,117.5278.2839.3

87.073.01,261.9325.2936.7

60.0232.41,475.0362.11,112.9

67.4210.31,373.2321.81,051.4

100.2154.01,368.6340.81,027.8

95.0173.91,650.2362.31,287.9

(注）1)修正値。2)推定値。
(出所）表２に同じ（Table4.2）。

1999/2000

1996/97

1997/98

1998/99

1995/96

1994/95

1993/94

（単位：100万kwh）

1997/98 8,794.4 27,331.0-18,536.6 18,719.1 61,671.0-42,951.9-61,488.5116,515.5

貿易総額貿易収支
対インド以外対インド

収支輸入輸出収支輸入輸出

70,864.2-32,277.4-17,650.934,535.416,884.5-14,626.517,035.42,408.9

81,318.7-46,040.3-29,548.744,063.614,514.9-16,491.619,615.93,124.3

94,335.6-54,573.4-33,857.450,055.916,198.5-20,716.024,398.63,682.6

101,809.3-36,806.5-24,307.042,904.118,597.1-12,499.526,403.813,904.3

123,201.651,849.0-32,260.055,405.623,145.6-19,589.032,119.712,530.7

116,189.9-70,916.9-51,289.868,700.117,410.3-19,627.124,853.35,226.2

(注) 輸出はFOB，輸入はCIF。1)暫定値。2)７月16日から３月15日までの推定値。
(出所) 表２に同じ。（Table6.1）。

1996/97

1998/99

1999/2000

1995/96

1994/95

1993/94

（単位：100万ルピー）

1999/20001998/991997/981996/971995/96

-28,403.0-52,002.3-61,613.9-70,998.8-54,658.1

23,434.335,692.727,540.222,663.119,912.7

51,837.387,695.089,153.893,661.974,570.8

8,447.615,765.914,368.313,819.816,255.8

21,665.745,967.243,495.853,180.537,178.5

13,218.130,201.329,127.539,360.720,922.7

1,316.51,131.41,767.41,217.2573.1

12,093.523,167.519,065.316,347.312,766.3

10,777.022,036.117,297.915,130.112,193.2

5,179.213,264.214,236.111,232.910,284.7

2,821.59,100.710,369.68,390.27,401.0

-4,407.9235.1-15,188.2-16,508.0-21,542.2

5,792.69,839.510,965.93,202.1-1,080.5

7,144.6-74.015,099.99,699.212,672.9

-2,357.7-4,163.5-3,866.5-2,842.2-2,883.7

(注) 1)暫定値。2)７月16日から１月15日までの暫定値。
(出所) 表２に同じ（Table6.7）。

償 還

そ の 他 資 本 収 支

６．外 貨 準 備 増 減（-は増)

４．経 常 収 支

５．公 的 資 本 収 支

外 国 借 款

３．移 転

収 入

支 払

２．サ ー ビ ス

収 入

支 払

輸 入 (ＣＩＦ)

輸 出 (FOB)

１．貿 易 収 支

（単位：100万ルピー）
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